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個
人
市
民
税
・
県
民
税
の

　
長
野
県
お
よ
び
市
で
は
、
民
間

公
益
活
動
の
推
進
を
図
る
た
め
、

税
額
控
除
の
対
象
と
な
る
寄
付
金

を
拡
大
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
個
人
の
方
が
対

象
と
な
る
寄
付
を
行
っ
た
場
合
に

は
、
寄
付
者
の
個
人
市
民
税
・
県

民
税
の
税
額
か
ら
一
定
額
が
控
除

さ
れ
ま
す
。

※
平
成
２４
年
１
月
１
日
以
降
に
支

出
さ
れ
た
寄
付
金
か
ら
適
用
さ

れ
ま
す
。

寄
付
金
税
額
控
除
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た

控
除
対
象
と
な
る
寄
付

○
所
得
税
の
寄
付
金
控
除
対
象
で

あ
る
法
人
の
う
ち
、
県
内
に
事

務
所
ま
た
は
事
業
所
を
有
す
る

も
の
に
対
す
る
寄
付
金
…
独
立

行
政
法
人
、
公
益
社
団
・
財
団

法
人
、
学
校
法
人
（
特
定
公
益

増
進
法
人
の
証
明
を
受
け
た
法

人
に
限
る
）
、
社
会
福
祉
法

人
、
更
生
保
護
法
人
‐
な
ど

○
知
事
ま
た
は
教
育
委
員
会
が
所

管
す
る
認
定
特
定
公
益
信
託
に

対
し
て
支
出
さ
れ
た
金
銭

控
除
を
受
け
る
に
は

　
個
人
市
民
税
・
県
民
税
の
寄
付

金
税
額
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
、

寄
付
を
し
た
翌
年
の
３
月
１５
日
ま

で
に
、
寄
付
金
受
領
証
明
書
を
添

付
し
て
、
所
得
税
の
確
定
申
告
を

行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
な
お
、
所
得
税
が
課
税
さ
れ
ず
、

個
人
市
町
村
民
税
・
県
民
税
だ
け

が
課
税
の
対
象
と
な
る
場
合
に
は
、

寄
付
を
し
た
翌
年
の
１
月
１
日
に

お
住
ま
い
の
市
町
村
に
対
し
て

「
寄
付
金
税
額
控
除
申
告
書
」
の

提
出
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

長
野
県
税
務
課
総
務
係

☎
０
２
６
（
２
３
５
）
７
０
４
６

長
野
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
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市
役
所
税
務
課
課
税
係

☎
�
２
１
１
１
（
内
線
２
２
５
）

▼税額控除の計算例

○給与収入500万円の世帯（夫婦２人）の場合

寄付額 40,000円

寄付金控除対象額 38,000円

※一定の条件を満たす認定ＮＰ
Ｏ法人などに対する寄付金に
ついては、所得税の税額控除
（４０％）を選択可能です。

所得税の所得控除
による税額軽減
3,800円※

個人市民税の
税額控除（６％）
2,280円

個人県民税の
税額控除（４％）
1,520円

適用下限額
2,000 円

用　途 漂白剤（塩素濃
度５％の場合）

ドアノブ、調 理
器具など（濃度
0.02％）

500㎖の水に
対して２㎖

高濃度に汚染
された場所や物

（濃度0.1％）

500㎖の水に
対して１０㎖

　
ノ
ロ
ウ
ィ
ル
ス
に
よ
る
感
染
性

胃
腸
炎
が
全
国
的
に
流
行
し
て
い

ま
す
。
ノ
ロ
ウ
ィ
ル
ス
は
冬
季
に

強
い
感
染
力
が
あ
り
、
乳
児
か
ら

高
齢
者
ま
で
幅
広
く
感
染
し
ま
す
。

ノ
ロ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症
の
症
状

　
突
然
の
嘔お

う

と吐
、
下
痢
が
主
な
症

状
で
、
高
齢
者
や
乳
児
は
重
症
化

す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
感
染
か

ら
発
症
ま
で
24
～
48
時
間
で
、
症

状
は
１
～
２
日
で
治
癒
し
ま
す
。

　
感
染
し
た
場
合
は
、
水
分
を
少

量
ず
つ
摂
取
す
る
な
ど
し
て
脱
水

に
気
を
付
け
ま
し
ょ
う
。

感
染
経
路

○
ノ
ロ
ウ
ィ
ル
ス
に
汚
染
さ
れ
た

食
品
か
ら
の
感
染

○
感
染
し
た
人
の
便
や
嘔
吐
物
、

そ
れ
ら
に
汚
染
さ
れ
た
物（
ド

ア
ノ
ブ
・
お
む
つ
な
ど
）を
触
っ

た
手
か
ら
口
に
入
る
２
次
感
染

予
防
の
ポ
イ
ン
ト

○
予
防
の
基
本
は
手
洗
い
で
す
。

食
事
前
や
ト
イ
レ
後
は
、
せ
っ

け
ん
で
し
っ
か
り
手
を
洗
い
ま

し
ょ
う
。
　 

○
嘔
吐
物
や
便
は
、
正
し
く
処
理

し
ま
し
ょ
う
。

処
理
の
方
法

①
使
い
捨
て
マ
ス
ク
、
手
袋
を
着

用
し
ま
す
。

②
ぞ
う
き
ん
や
ペ
ー
パ
ー
タ
オ
ル

で
嘔
吐
物
な
ど
を
拭
き
取
り
、

ビ
ニ
ー
ル
袋
な
ど
に
密
封
し
捨

て
ま
し
ょ
う
。

③
嘔
吐
物
な
ど
が
あ
っ
た
箇
所
と

周
囲
を
、
塩
素
系
消
毒
液
に
浸

し
た
ぞ
う
き
ん
な
ど
で
広
め
に

拭
い
て
く
だ
さ
い
。

消
毒
液
の
作
り
方

　
市
販
の
塩
素
系
漂
白
剤
を
左
記

の
よ
う
に
薄
め
て
使
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

健
康
づ
く
り
課
健
康
管
理
係
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�
２
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１
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（
内
線
２
４
２
）

ノロウィルス
にご注意を

【所得税適用税率10％を想定】

寄
付
金
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氏名 電話 所在地
神田　厚夫 （22）５３８３ 西条１０６４
神田　治典 （22）５３８３ 西条１０６４
黒岩　俊隆 （24）１１１６ 岩船３４５－６
小林　俊文 090（2532）7038 田上９８５
高坂　亀美雄 （26）１０５７ 中央１－４－２５
高橋　信雄 （26）５０８８ 中野１５０９－６
中山　幸利 （23）５８６１ 中央１－９－１９
西澤　秀夫 （22）２３２９ 新保６７２
平原　富雄 （24）７０１５ 一本木３２１－１
廣瀬　芳男 （38）９１２２ 西条４０８－１８
丸谷　弘幸 （22）７１１７ 草間６３１－１
宮崎　徳治 （26）０２５２ 吉田１１１９－２０
望月　勉 （26）７６６４ 間山５７７
湯本　恭弘 （22）２１３８ 中央２－４－１８
吉越　秀樹 （24）７１３０ 草間１８６０－４
渡辺　清春 （26）６６８８ 三ツ和１０６８－５
渡辺　正昭 （26）４７２４ 三ツ和３１５

▼関東信越税理士会信濃中野支部（敬称略） 　
関
東
信
越
税
理
士
会
信
濃
中
野

支
部
で
は
、
左
表
の
名
簿
に
掲
載

し
た
税
理
士
事
務
所
に
お
い
て
、

次
の
と
お
り
税
務
相
談
お
よ
び
納

税
申
告
書
の
作
成
相
談
を
無
料
で

行
い
ま
す
。

開
催
日

２
月
６
日
㈬

受
付
時
間

午
前
９
時
３０
分
～
午
後
４
時

対
象
と
な
る
方

○
年
金
受
給
者
で
確
定
申
告
が
必

要
な
方

○
給
与
所
得
者
で
医
療
費
控
除
を

受
け
よ
う
と
す
る
方

○
年
の
途
中
で
退
職
し
た
方

　
相
談
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
最

寄
り
の
税
理
士
事
務
所
へ
事
前
に

電
話
連
絡
の
上
、
お
出
掛
け
く
だ

さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

市
役
所
税
務
課
課
税
係
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い
い
え

公的年金受給者で
　平成23年分の確定申告から、公的年金等の収入金額の合計額が400万円以下であり、公的年金等に係る
雑所得以外の所得金額が20万円以下である場合には、所得税の確定申告が不要となりました。
　なお、この場合であっても所得税の還付を受ける方、または確定申告書の提出が要件となっている控除
（例えば、純損失や雑損失の繰越控除など）の適用を受ける方は、確定申告書の提出が必要です。　

公的年金等の収入金額（２か所以上ある場合はその合計額）が、400万円以下ですか？

公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が２０万円以下ですか？

所得税の還付を受ける方、または確定申告書の提出が要件となって
いる控除の適用を受ける方ですか？

確定申告の提出が不要となった方へ

問い合わせ先　市役所税務課課税係　☎（２２）２１１１（内線２２５）

確定申告は 不 要 です

確定申告が 必 要 です

い
い
え

は　い

いいえ
は　い

ただし、次の場合は、住民税の申告が必要となりますのでご注意ください。
○額にかかわらず、公的年金等に係る雑所得以外の所得がある場合（市へ給与支払報告書が提出され

ている給与収入に係る所得を除く）
○公的年金等に係る雑所得のみがある方で、「公的年金等の源泉徴収票」に記載のある控除に変更や

追加がある場合

は　い

給
与
所
得
者

年
金
受
給
者

無
料
税
務
相
談

税
理
士

　
に
よ
る


